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《海外展望》 

(2012 年 10 月 6 日) 

 

９月末の国連総会の場で日中両国が尖

閣をめぐって激しい舌戦を繰りひろげた

ことはご存じの通り。日本のメディアは

揃って中国の横暴ぶりを叩いているが、

東アジアの領土問題の背後に米国の隠れ

た意図があることは多くの専門家、情報

通が発信している。8月に出されたアー

ミテージ＆ナイ・レポートからも、日中

激突の仕掛け人は米国であり、尖閣・竹

島が問題となったウラに米国中枢の意志

が働いていることが透けて見える。 

だが東アジアを騒乱状態に陥れている

のは、米中の思惑だけではない。 

「竹島は古くから日本の領土だった。

石油資源埋蔵という情報が出た昭和 43

年（1968 年）までは中国政府は尖閣を日

本領としていた」といった証拠を突きつ

け、「正論」で押し通せば片づくなどと落

ち着いているのは、平和ボケした日本人

だけの論理だ。 

領土問題に正論などまったく無意味で

ある。 

現在の世界情勢全体を見据え、根源と

向き合う意識がいま日本に求められてい

る。 

 

欧州経済の苦境 

 

全世界の金融、経済は今どん底にある。

欧州経済はとくに悲惨な状況だ。そうし

た状況下で LIBOR（ライボー）不正問題

が浮上した。LIBOR とは銀行間取引金利

のことだが、ここに不正があり莫大な資

金を作った金融グループがあることが判

明した。すでに英バークレイズ銀行が不

正を認め、巨額罰金（4億 5100 万ドル＝

約 352 億円）も支払い、和解している。

しかし LIBOR 不正とは 1銀行だけで終わ

るものではない。 

LIBOR 不正問題の奥の院はスタンダー

ド・チャータード銀行だともいわれるが、

本当はさらにその奥、英国のシティその

ものにある。英シティとは巨大な化け物

で、世界最大のタックスヘイブン（租税

回避地）でもある。世界の金融正常化の

ためには、英シティを大掃除する必要が

ある。 

「タックスヘイブンがテロ組織の資金

源になっている」 
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米国はこう主張し、英国を責めている。

しかし現実には LIBOR 不正には米銀も関

与しており、どこまで拡大するか、まだ

先が見えていない。米 FRB はすでに 2008

年にこの不正を知りながら追及してこな

かった。 

LIBOR 問題がリーマンショックのよう

な問題になるとは考えにくい。今後の進

展は不明だが、いずれにしても英シティ

が厳しく責め立てられることは間違いな

い。 

 

中国にすり寄る英金融界 

 

英国の産業といえば、シティに代表さ

れる金融業だけ――などというと猛反論

を喰らうだろう。英国には軍事を中心と

する機械産業があり、航空エンジンや自

動車で名高いロールスロイス社がある

（現在は航空部門と自動車の 2社は独立

している）。医薬品に関しても米国に次い

で世界第二位の開発比率を誇っている。

しかしやはり、シティに代表される金融

業こそ英国の代表といえるだろう。 

ユーロ危機、欧州金融不安の煽りを喰

らい、さらに LIBOR 不正問題で米国の追

撃を受ける英金融界は、必然の流れとし

て助けを中国に求めている。これを逆に

分析する者もいる。英国が中国と金融接

近をしたから、米国が英国を叩き始めた

という見方だ。案外こちらのほうが正解

なのかもしれない。 

いずれにしても弱体化した欧州経済を

離れ、英国金融界は中国にすり寄ってい

る。 

たとえば今年（2012 年）7月に英国銀

行大手の HSBC ホールディングスがロン

ドンで人民元建て債権を発行すると発表

している。表面利率は 3％で発行額は 20

億元（250 億円）。中国本土と香港以外で

初めて発行される人民元債権である。 

他にもスタンダード・チャータード銀

行が中国農業銀行と提携したり、中国の

アフリカでのビジネスに積極的協力を計

ったりと、英中金融界の結びつきは強ま

っている。なにしろ英国のかなりの数の

銀行が英国中央銀行に対し「中国中央銀

行と通貨スワップ協定を結ぶべきだ」と

提言しているほどだから、英中金融界の

相思相愛ぶりは理解できるだろう。 

ちなみにスタンダード・チャータード

銀行の前身は「東インド会社」、HSBC ホ

ールディングスは「香港上海銀行」。とも

に古くから東アジアに関与してきた企業

体だ。

 

第四帝国を目指すドイツ 

 

欧州最強の国家ドイツもまた中国にす

り寄っている。ここでドイツの現状を簡

単に眺めてみよう。 

ドイツは苦境にあるギリシアを救う見

返りとして、財政主権を差し出せと要求

している。ギリシアは今後も国債を発行
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し続けるだろうが、代わりに観光地や島

嶼を売却させられ、国家解体の危機に瀕

することになるだろう。 

9 月 28 日、スペイン中央銀行は不良債

権処理の資金が 6兆円ほど不足し、ユー

ロ圏に援助を要請したことを明らかにし

た。しかし状況はそれほど深刻ではなく、

財政主権を放棄することは考えていない。

スペインはまだ頑張れるだろうが、ギリ

シアに次いで危険な国はポルトガルで、

ギリシアの二の舞になる可能性が高い。 

ユーロ圏の危機に歯止めがかからない。

根本的解決は先送りされたままで、一人

勝ちしているドイツだけが全欧州に号令

を発するようになるだろう。それはドイ

ツが「第四帝国」時代を迎えようとして

いると表現できる。 

ちなみに「第四帝国」とは、神聖ロー

マ帝国を第一帝国、帝政ドイツ（第一次

世界大戦で壊滅）を第二帝国とし、ヒト

ラーのナチス・ドイツを第三帝国とする

もの。こんにちドイツでは「第四帝国」

という表現がされることはない。こうし

た名前そのものがナチスを連想させ、欧

州のみならず世界中からバッシングを受

けるからだ。 

ところが最近メルケル首相は「市場主

義経済こそが諸悪の根源」と、まるで国

家社会主義者のような発言をしている。

世の中には奇妙奇天烈な怪説、奇説があ

るが、そうした中に「メルケルはヒトラ

ーの娘」というものがある。まさかこの

怪説にあやかろうとしているわけではな

いだろうが、メルケルの発言がナチス（国

家社会主義ドイツ労働者党）の主張に近

いことは事実だ。 

9 月末にはドイツの『リベルテ』紙が

「ドイツのトラウマを克服せよ」との社

説を掲載した。ナチス・ドイツのトラウ

マを克服して、ドイツは再度雄々しく立

ち上がるべきだという主張で、政治、軍

事力で達成できなかった欧州統一を経済

力によって成し遂げ、アジア進出を目指

せと檄を飛ばしている。 

 

ドイツが目指すは中央アジア 

 

第二次大戦でナチス・ドイツが敗北し

た 1945 年 4 月、ベルリンにチベット兵の

死体が 1000 体以上も転がっていたとい

う話がある。1000 体にどれほど真実味が

あるかは不明だが、ナチス・ドイツとチ

ベットの関係が深いことは事実だ。 

ヒトラーに多大な影響を与えた地政学

者ハウスホーファーはゲルマン民族を優

等民族と捉え、その根源種アーリア人を

チベットに求めた。同様にトルコ民族に

ゲルマンとの近親性を見出し、中央アジ

アに広がるトルコ系民族との融和を計っ

た。こんにちドイツがチベットや新疆ウ

イグルに接近を計る根源に、なおハウス

ホーファーの説が生きていると感じられ

る。 

よく知られる言葉としてハウスホーフ

ァーの「ユーラシアを制する者は世界を

制する」というのがあるが、その前段で

はこう述べられている。「中央アジアを制

する者はユーラシアを制する」と。 
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多少余談になるが、1970 年代の初め、

米国が中国に接近して世界中を驚かせた

（キッシンジャー訪中は 1971 年。ニクソ

ン大統領訪中は 1972 年 2 月）。米ソ冷戦

の真最中で、米ソ代理戦争がベトナムで

戦わされていた時代だ。この 1970 年代に

CIA を中心とする米国諜報機関が中国の

了解の下、新疆ウイグルやチベットにモ

ニタリング・システムと呼ばれる傍受装

置を設置した。目的は通信傍受によりソ

連軍の動向を察知することだった。この

設備は東西冷戦収束後、米国の管理を外

れドイツ諜報機関が利用している。アフ

ガンの麻薬取引情報をドイツがいち早く

入手しているのは、このシステムのため

と考えられる。 

ドイツが今なおハウスホーファーの地

政学を実践しているか否かは不明だが、

チベット、新疆ウイグルを中心に、トル

コ系民族が支配する中央アジアに根を張

ろうとしていることは間違いない。 

 

中国に接近するドイツ 

 

今年（2012 年）8月 30、31 日にメルケ

ル首相は北京を訪問し、独中間の本格的

経済連携体制を高らかに宣言した。 

米中間が冷え込み、米国企業が中国か

ら撤退していく穴埋めをドイツが行い、

米中間の対立に乗じて中国と手を結んだ

欧州連合が米国勢を世界の檜舞台から引

きずり降ろそうという勢いである。 

今回メルケルは閣僚 7人だけでなくド

イツ産業界のトップ 20 人を同行させた

が、そこには独中間の経済規模を一気に

拡大させる意図があった。事実このとき、

中国はエアバス A320 を 50 機購入する契

約を結んだが、これは 35 億ドル（約 2700

億円）の商談だった。これだけではない。

独フォルクスワーゲン社等は中国に新た

な投資展開を発表。そこには天津や新疆

ウイグル地区での自動車工場設立計画も

含まれている。ちなみにウルムチの工場

は 2015 年操業を目指し、その投資規模は

2億 2000 万ドル（約 170 億円）。またド

イツの IET ホールディングスは中国の通

信機器メーカー中興通訊（ZTE）と光ファ

イバー事業で 13 億ドル（約 1000 億円）

の契約を交わしている。 

メルケルによるとドイツ企業はすでに

5000 社が中国に進出し、中国人 22 万人

を雇用しているという。 

ドイツは確実に中国に勢力を拡大させ

ている。そして双方は互いを称賛してい

る。尖閣問題に関してもドイツでは日本

に非があるとする主張がまかり通ってい

るのだ。 

中国政府系の『環球時報』はネットユ

ーザーのアンケート結果として「ドイツ

は日米よりずっと頼りになる国」とする

中国人の感想をまとめているが、これが

中国政府の本音でもある。 

 

米中対立のポイントは南シナ海 
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米中対立の構図は長期化し、消耗戦と

なりつつある。しかしこの対立は米ソ東

西冷戦と違い、雰囲気としては「笑顔で

握手しながら両足で蹴飛ばし合いをして

いる」状況に見える。 

この米中「足の蹴飛ばし合い」が厳し

い状況にあるのが南シナ海海域である。 

中国としてはこの海域を、米国におけ

る「カリブ海」のように、「自分の海域」

に仕立てたい。米国としては断固として

それを拒否したいのだ。南シナ海では中

国に対し、ベトナム、インドネシア、フ

ィリピン、カンボジア等が入り乱れて領

海主張を行っている。その状況は一見す

ると混乱混迷のように見えるが、周辺海

域の真の実力者たちはすべて華僑勢力で

あり、中国が優位に立っているのだ。 

中国の優位性に問題があるとすれば、

それは海軍力である。日清戦争以前から

中国の海軍力は劣っていた。そもそも中

国は大陸国家であり、敵を内陸の奥深く

まで誘いこんで叩くのが基本戦略。良港

に恵まれなかったこともあり、中国の海

軍力は世界的に見て低レベルなのだ。 

さる 9月 25 日に中国初の航空母艦・遼

寧が就役したが、これは旧ソ連が建造中

だったものを譲り受けた旧式艦で、艦載

機の離発着訓練すら行われていない。 

それでも中国はアジア圏初の空母を手

に入れたことになる。南シナ海のパワー

バランスは大きく変わってくる。 

米国は中国海軍力の増長を懸念し、戦

線を拡大することによって基礎体力に劣

る中国海軍の摩耗を計りたい。そこに恰

好の存在がある。東シナ海上の尖閣諸島

だ。また在沖米軍の存在意義、価値を高

らかに謳いあげたい。強いては尖閣防禦

のためにオスプレイ配備を了解させ、ゆ

くゆくはこれを日本の自衛隊に売りつけ

たい。 

米国にはさらなる野望がある。 

近い将来、米中軍事衝突が起きたとき

に、中国軍と正面から向き合う最前線に

日本の自衛隊を立たせたいのだ。 

そのために必要なことは、日本の陸海

空三軍の実権を米国が完全掌握したうえ

で日本の憲法改正を行い、防衛力を保持

できるようにすることである。 

米国はその布石をずっと打ってきた。

自衛隊陸海空三軍は、すでに米軍の統制

下にあり、米軍のマニュアルで動くよう

になっている。 

いっぽう拡大する中国としては、第一

に、中東を凌ぐ石油埋蔵量が噂されてい

る尖閣諸島をなんとしても手に入れたい。

しかしそれ以上にこんにちの中国共産党

が抱える悩みがある。内部対立がある。

中国国民の目を日本に向けさせる必要が

ある。そのために尖閣を問題にする必要

があった。 

 

尖閣をめぐる中国の「反日デモ」の実態 

 

今回、中国各地で起きた尖閣をめぐる

反日デモは、明らかに 3つのグループに

分けられた。一部では 3つのグループの

混在が見られたが、多くの地域でのデモ
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は、それぞれ別個に起きた 3グループの

反日デモだった。 

その 3つとは、 

① 若者中心の熱心な愛国、反日デモ 

② 毛沢東主席の肖像画を掲げたり、

現体制の汚職を追及するデモ 

③ 貧困階級の人々が起こした略奪略

取暴動 

最初にあげた①は、基本的には中共政

府主導によるデモで、参加者は学生を中

心とした若い層。共産党主張の作られた

歴史を真実だと鵜呑みしている人々だ。 

毛沢東の肖像を掲げたり、改革開放路

線に対して修正を求めたりしているグル

ープも、かなりの数に上っていた。一見

「反政府デモに直結する現体制批判派」

のようにも見えるが、じつはそうではな

い。もしそうであれば、政府は一気に弾

圧したはずだ。これについては後に改め

て分析したい。 

略取略奪は、ひと言でいえば単なる窃

盗グループだ。しかしこの中にも意図的

な強奪グループ、意識的な日本企業破壊

グループが入っていた。 

デモが過激化すると、略奪が起きるの

は世界のあちこちで見られる。米国や中

国では、こうした略奪はいつ起きてもお

かしくない。同じように極貧層を抱える

国々でも略奪がここまで私利私欲に走る

例は、国民大衆のモラルが著しく低い場

合だ。たとえばスペインで略奪騒動が起

きたとき、フランスのカルフールという

スーパーが略奪対象となったが、略奪犯

たちは奪い取った商品を山分けし、貧し

い人々に配っていた。中国では奪った物

はすべて力づくで「自分のもの」にする

という、浅ましい犯罪行為だけだった。 

 

青島の日本企業攻撃 

 

日本企業が攻撃目標となった反日デモ

で、被害が大きかったのは青島市のパナ

ソニック工場とスーパー、イオン（ジャ

スコ）だった。じつはここに重要な問題

があった。 

山東半島に位置する青島市はかつて寂

れた寒村で、清王朝末期のころにやっと

小さな港町になった程度のものだった。 

日清戦争で日本が勝利し、当初日本は

台湾と遼東半島を割譲された。しかし三

国干渉（独仏露の干渉）により、日本は

遼東半島を清に返してしまう。ドイツは

遼東半島を取り戻したお礼として清から

青島を 99 年間租借することになった。英

国の香港、ポルトガルのマカオと同様に

ドイツも中国に足場を築いたわけだ。ド

イツは青島をドイツ東洋艦隊の本拠地と

して港湾を整備。道路、下水道、美しい

街並みなどを築きあげた。 

ところが第一次世界大戦でドイツと戦

うことになった日本は、ドイツ東洋艦隊

を攻撃。青島を占領してこれを中国（中

華民国）に返還する。香港やマカオが約

束通り 99 年間租借されたのに反し、青島

だけはドイツに戻されることがなかった。

ここで日本はドイツの恨みを買ったのだ。 

時代は下がり昭和 53 年（1978 年）、鄧

小平が日本にやってきた。このとき鄧小
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平は「改革開放経済」と「日中友好」の

シンボルとして、中国に工場を建設して

ほしいと松下幸之助に提案。こうして鄧

小平、松下幸之助の肝入りで松下電器青

島工場が建設された。これが今回、破壊、

略奪のターゲットとされたパナソニック

青島工場である。 

日本や米国の製造技術は不要。今後は

ドイツの製造技術と手を握る――前述の

ようにこれが中国政府の方針であり、そ

の象徴としてパナソニック青島工場が狙

われたのだ。 

改革開放経済こそが格差社会を生む根

源だと捉える人々がいる。彼らにとって

鄧小平こそが敵の象徴であり、目指すは

毛沢東である。パナソニック青島工場襲

撃は、改革開放経済を否定する者たちと、

日米を捨てドイツと手を握ろうとする

人々にとって、格好の攻撃目標となった

のだ。毛沢東の肖像を掲げるデモ隊と、

略取を行うデモ隊が見事に合体していた

背後に、中国政府の意図があったことは

間違いない。 

 

中国中枢の権力闘争 

 

尖閣反日デモの嵐が一段落した 9月 28

日、中共の政治局は「11 月 8 日から中国

共産党第 18 回全国代表大会を開催する」

と発表した。 

5 年ぶりの全国代表大会が今秋開かれ

ることは決定されていた。通常に考えれ

ば9月末あるいは10月初旬に開かれるも

のだが、11 月までずれ込んだことは異例

中の異例。日程発表が 9月末というのも

前代未聞の話である。 

今回の代表大会で習近平が国家主席に

なることは、すでに昨年のうちから決ま

っていた。常務委員が現在の 9人から 7

人になることも、公表はされていないが

党人事のほとんども決定済みだった。 

それなのになぜ代表大会のスケジュー

ルがなかなか発表されなかったのか。 

しかも次期国家主席の習近平が 9月 1

日から 2週間も姿を消していた。いった

い中国の深奥で何が起きているのか。 

習近平の消息に関しては世界中の情報

通が必死に調査し、怪異情報が乱れ飛ん

だ。その中には米 CIA による暗殺未遂説、

胡錦濤派による軟禁説、心臓病説等々、

小説を越える面白い話も流されていた。 

本紙が掴んだ信頼性の高い情報では、

習近平の背中に大きな傷があることは事

実のようだ。ただしこれが事件によるも

のか事故なのかは不明。中共指導部が習

近平情報を 2週間も流さなかったことか

ら推測して、権力闘争が実力行使段階に

まで到達したと推測できる。 

だが、7人の常務委員とその役職はす

でに決定しているはずだ。代表大会直前

に、なお揉める要素があるのだろうか。

じつは、間違いなく揉め事になりそうな

問題が 1つ存在している。未決定の「共

産党中央軍事委員会主席」のポストだ。 

現在の中央軍事委主席は国家主席でも

ある胡錦濤。軍事委副主席には習近平と

2人の軍人が就いている。かつて鄧小平
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も江沢民も中央軍事委主席の座に君臨し

たからこそ、中国を掌握できた。胡錦濤

も先輩を見習って、国家主席のポストは

習近平に禅譲し、軍事委主席として実力

を行使したいのだ。だが太子党勢力で党

を掌握したい習近平は団派（共産党青年

団）の胡錦濤の居残りを何としても排除

するつもりだった。その折り合いがつか

ずに、中央軍事委主席の座だけが未定の

ままこんにちに至っている。 

尖閣諸島問題が国家の安全保障問題に

発展するレベルであったら、中央軍事委

主席を替えることはあり得ない。どの国

でも当然のことだが、紛争勃発直前状態

で軍のトップの首のすげ替えは、しない。 

領土問題が揉めている最中に中央軍事

委主席のポストが新たな人物に替わる可

能性は低い。「尖閣反日デモ」がその演出

だった可能性はじゅうぶん考えられる。

 

胡錦濤 10 年を振り返って 

 

胡錦濤が江沢民に代わって国家主席に

就いてから 10 年、江沢民を中央軍事委主

席の座から追い落として 8年が過ぎた。

この間、胡錦濤は中国をどんな方向に導

いたか。 

「反日」を掲げて中国をまとめ、極端

な「親米」政策を採ってきた「江沢民の

10 年」と比べ、胡錦濤は日本に近づき、

親米一辺倒からの脱却を計ってきた。そ

の成果は徐々に出てきていたが、国民大

衆に明確にわかるものではなかった。 

国民が望んだ政策の柱に、貧富の格差

を是正しようとする「和諧社会」と「道

徳規範（社会主義栄辱観＝8つの名言 8

つの恥）」があった。 

ところがこれは完全な失敗に終わった。

失敗することはないと思われていた「保

8」政策すらも放棄せざるを得ない状況に

追い込まれてしまった。 

「保 8」とは経済成長率 8％を維持する

という方針で、8％成長率は若手雇用を保

証する数字でもあった。江沢民終盤期か

ら粉飾があったとしても、いちおう 8％

成長を続けてきたが、ついに今年（2012

年）3 月に開かれた全人代で「目標を 7．

5％に置く」と下方修正されたのだ。 

中国経済はこのところ一気に急ブレー

キをかけたかのように下り坂になってい

る。すでに数年前から若手雇用が落ち込

み、失業率が増加している。政府の発表

では 2000 年の失業率は 3.10％で、これ

が年々増加して 2011 年は 4.0％になって

しまった。この数字はあくまで中国政府

の公表数字であり、実際はこの 2～2.5 倍

といわれるが、大学新卒の失業率は 10％

をはるかに越えているとの声も聞かれる。 

細部は一つ一つお調べいただきたいが、

胡錦濤が掲げた政策はどれも頓挫してし

まった。格差社会は拡大し、自己中心的

な大衆は道徳規範など捨て去り、政府に

対する不満が充満している。このままで

は「失政の胡錦濤」という名が残るだけ

だ。そんなところに格好のネタが転がり

込んだ。太子党の一翼でもあった薄煕来

のスキャンダルである。
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軍の把握に自信を深めた胡錦濤 

 

巨額の収賄、職権乱用、妻が殺人等々

の罪状で逮捕され執行猶予付きの死刑が

決まり、中央政治局委員の職権停止処分

となった薄煕来との権力闘争に勝利した

ことにより、胡錦濤は自信を取り戻した

ようだ。 

中国の政権内部では、目を覆うほどの

汚職収賄が蔓延していることは周知の事

実。部下の王立軍が米国領事館に逃げ込

むなどがなかったら、薄煕来はなお中央

政治局員の座に就いたままだったかもし

れない。薄煕来の収賄、職権乱用発覚は、

権力闘争に敗れた結果だったといえる。 

薄煕来が強い権力を握り続けてきた理

由の一つに成都軍区の掌握がある。 

中国には現在 7つの軍区がある。規模

は小さいが精鋭部隊が集まる首都防衛の

北京軍区を筆頭に、瀋陽、済南、南京、

広州、成都、蘭州といった軍区だ。こう

したなか実力軍区として一、二を争うの

が、東北部（旧満洲）の瀋陽軍区、そし

て四川、雲南、貴州、チベットという中

国大陸の四分の一を掌握する成都軍区で

ある。 

成都軍区はもともと、薄一波（副首相

＝山西省）の私兵といわれる山西省の軍

人たちが中心となって作り上げた軍区で、

息子の薄煕来がそれを継承した。薄煕来

に収賄等の容疑がかけられ身柄拘束とい

う事態に陥ったとき、成都軍区がクーデ

ターを起こすのではないかとの説が世界

を駆け巡った。中国内部でも、成都軍区

による武装蜂起は当然と考える人々もい

たほどで、じつは当時、軍同士の激突が

起きたとの未確認情報も流されたことが

あった。 

薄煕来身柄拘束の直前、胡錦濤は中央

軍事委副主席の軍人を成都軍区に派遣し

ていた。おそらくそこで厳しい締め付け

があったのだろう、薄煕来が捕まっても

成都軍区はまったく動かなかったのだ。 

胡錦濤は軍を掌握できたことに自信を

深めたに違いない。 

それが秋の全国代表大会で中央軍事委

主席のポストを手に入れる自信につなが

った。仕上げに尖閣を問題化する必要が

あった。 

薄煕来の思想を反映したかのような毛

沢東肖像画を掲げた反日デモは、薄煕来

人気を利用して尖閣問題騒動を広げた体

制側の官制デモと見做して間違いないだ

ろう。 

 

中国の誤算——身じろがない日本 

 

英独を味方につけ、圧倒的軍事力と日

中貿易を人質にとり、短期間で完勝する

と読んでいた中国政府は、それが誤算だ

ったと気づいた。中国だけではない。世

界中が、日本の意識がこれほどまでに強

固なものだとは思っていなかったのだ。 
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日本人の意識を変革させた事件が、ち

ょっと前に起きていた。李明博の竹島上

陸と天皇陛下に対する非常識発言である。 

8月 10 日に李明博が竹島に上陸したと

き、日本人の多くは不愉快に感じたが、

じつはそれほどの怒りはなかった。竹島

はずっと韓国に実効支配されているし、

いまさら李明博が上陸しても単なるパフ

ォーマンスとしか思わなかったからだ。

ところが李明博は 14 日に天皇陛下に対

して信じられない暴言を吐いた。この暴

言は後に何度か修正、訂正されたが、映

像が残っているのだから言葉の修正をし

ても意味はない。いずれにしても、この

発言を受けて日本全体にスイッチが入っ

てしまった。 

世界中の人々は理解していないが、日

本人の多くが心の中でわかっていること

がある。日本人はおそらく、世界でも類

例のない「狂気」の持ち主だということ

だ。あの 311 大震災のお陰で日本人が隠

し続けていた心の奥の炎が点火待ち受け

状態になってしまったのかもしれない。 

尖閣に中国漁船団が向かう。上陸を狙

っている――こうした情報が流れたとき、

中国のメディアだけではなく、韓国、台

湾あるいは東南アジア各国のメディアに

掲載された「見通し」は、だいたい以下

のようなものだった。 

「中国の漁船や、海軍艦艇など公船が

尖閣をとり囲めば、日本はすぐに白旗を

掲げ、中国が周辺海域を実効支配するよ

うになる」。 

その理由として、「2010 年の尖閣での

衝突で、初めは強気だった菅直人政権が、

中国に少し脅されると直ちに腰砕けにな

った経緯がある」としている。「日本には

もう、昔日の力はない。押せば、日本は

後退する」という観測が東アジア全体の

雰囲気だった。 

もちろん中国も、そう読んでいたよう

だ。 

ところが 311 大震災を乗り越えた日本

は、以前とは少し違っていた。そこに李

明博の天皇陛下に対する暴言事件が起き

た。これで日本人全員にスイッチが入っ

たようだ。 

誰一人として、1ミリたりとも退こう

など考えない。 

中国人旅行者が来なくなって赤字にな

ろうとも、日中貿易が途絶えて苦しくな

ろうとも、尖閣を渡そうなどという声は

どこからも、微塵も聞こえてこない。 

当然の話なのだ。 

李明博の天皇陛下侮辱発言と中国によ

る尖閣攻撃は、日本人を覚醒させた最大

の功労者として、将来の日本人が感謝す

る事件となるかもしれない。

 

 

領土問題に正論などない 

 

米国のキャンベル国務次官補が「尖閣

は日米安保の明確な適用対象」と語った

（9月 20 日）ことが日本で大きく報道さ

れ、安心したり、胸を張る政治家もいる。

しかし中程度の事情通なら、そもそも尖

閣の領土問題の火つけ人が米国であるこ
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とを知っているし、何より今回の騒動そ

のものも、元は石原都知事が米国で発言

した「尖閣購入」に端を発している。 

都知事が米国の意の下で発言したこと

は、確証はないが常識的に考えて明確な

話だ。 

また、案外知られていないことだが、

尖閣諸島のうちの久場島、大正島の 2島

（所有者は魚釣島所有者・栗原氏の実妹）

は米海軍の射撃訓練場であり、いまも米

軍が借用料を支払っている（実際は日本

政府負担）島である。射撃訓練は昭和 54

年以降行われていないが、いつでも射撃

可能な状態になっており、中国政府もそ

れを知っているはずだ。米軍射撃場に中

国人が上陸するなど、あり得る話ではな

い。 

だからといって、尖閣を米軍に守って

もらおうなど言語道断の話である。 

自国の領土を自分で守れずに、それで

国家などといえるわけがない。 

そもそも領土問題に正論も正義もない。

パレスチナを持ち出せば、正論が意味な

いことがよくわかるだろう。あるいは第

二次大戦後にドイツ人 300 万人が土地を

追われたズデーデンの悲劇を思い起こせ

ばいいのかもしれない。 

領土問題を片づけるのは、力だけであ

る。 

力といっても物理的な軍事力だけを指

すのではない。経済力もあるし、すべて

を駆使する外交能力もある。文化の力も、

歴史の後押しも、叡智を結集した知力も

すべて力である。 

スイッチが入った日本人には、この危

機を乗り越える叡智があるはずだ。■

 


